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I オンプズマン制度の概要

つくば市オンブズマン制度は、市条例によって平成 14年 4月 1日に施行
されたノム`的オンブズマン制度です。つくば市オンブズマンは、ノム`平、中立性

を保つ上で、地方自治法第138条の4第 3項の規定に基づく附属機関に位
置付けられています。オンブズマンの任命・罷免には市議会の同意を町要と

することで、職務上、身分上の独立性・中立性の確保と、より′ム`平・′ム`正な

職務の遂行を保障しています。

1 制度の目的
市民の市政に関する苦情をアム`正′ム`平な立場で処理することにより、市民の

権利・利益の保護をはかり、関かれた市政を推進し、市政に対する市民の信

頼を確保することを目的とし、「つくば市芳ンブズマン条例」「つくば市オ

ンブズマン条例施行規則」に基づき活動しています。

2 主なオンブズマンの権限
(1)市の業矛ヵ実に関する苦情の申立による町要な調査
(2)発意による市の業務の調査
(3)調査結果に基づく、町要な是正・ 改善の勧告及び提言
(4)勧告・ 提言などのアム｀表

3 苦情の申立て
市政に関して自己の利害に関わる苦情のある人は、市民に限らす、市外居

住者、法人及びその他の団体等、誰でも「苦情申立書」により苦情を申立て

ることができます。

4 調査の対象外とする主なもの
(1)裁判により確定 し若しくは裁判中であるもの
(2)市議会叉は議員の権限に関すること
(3)監査や監査請求により監査委員が関わつていること
(4)苦情申立人の自己の利害にズ〕`かわらないこと
(5)苦情の対象となる事実があった日から 1年を経過しているもの
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5 オンブズマンの体制
つくば市オンブズマンは、市政全般についての苦情を独任制により処理し

ています。

(1)定数は 2名、任期は 2年で 1期に限り再任が可能です。

(2)つくば市オンブズマン

◇近 藤 康 史 (筑波大学人文社会学系教授)
任 期 :平成30年 4月 1日～令和2年 3月 31日
(第 1期目)

◇三井矢 匂 子 (茨城県弁護士会所属弁護■)
任 期 :平成30年 4月 1日～令和2年 3月 31日
(第 1期日)

(3) オンブズマンとの相談は事前ラ約が跡要です。それぞれのオンプズマ
ンの相談日は友のとおりです。

・近藤オンプズマン・・・・毎月第2～4金 B醒日 午後 1時～5時
・三井矢オンプズマン・・・毎月第 1水 B醒日または木8醒日

午後 1時～5時
※変更になる場合があります。事前に事矛ヵ気局に間い合わせ願います。

(4)苦 情相談等の事前ラ約は、オンブズマン事務局 (大穂庁舎3階)で受
付けを行つています (電話での形約も可能です)。
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Ⅱ 活動状況の概要

1 苦情申泣の受付状況
平成 30年 4月 1日 から平成 31年 3月 31日 までの 1年間に、苦情申立
書で受付けた件数は 2件でした。
苦情申立ての方法としては、オンブズマン事務局に持参 したものが 1件、
郵送によるものが 1件でした。

なお、苦情申立書によらないオンブズマン相談による処理件数は4件で、
苦情申立書によらない事務局相談による処理件数は7件でした。

区 分 苦情申立書
によるもの

苦情申立書によらない

オンブズマン相談

苦情申立書によらない

事務局相談

合  計

件数
2
(10)

４

４
7
(10)

13
(24)

※ ( )内は平成29年度件数

2 苦情申立の処理状況
オンブズマンは、苦情の申し立てを受け付けると、関係する市の機関に対

し、苦情の対象となつた業務の処理経過、関係書類の関覧、関係法令の仕組

み等の調査を行つたうえで、意見を表明したり、是正等の措置を講するよう

勧告や提言をすることができます。またその調査結果を申立者に通知します。

平成30年度に処理した2件のうち、市の事務を改善すべきであると勧告
したものが 1件でした。

年度内に調査が終了せず、平成31年度へ繰り越したものはありません。

区分 勧告

提言

意見 棄却 取下げ 却下 合計

件数 1 1 O O O 2
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3 広報活動の状況
オンブズマン制度が適切に運営され、苦情の処理と市政の改善の目的が達

成されるには、L白L様の理解を得ていることが閉要です。

このため毎年度、活動状況報告書を作成し、市長並びに議会への報告をは

じめ、同報告書をつくば市ホームページに掲載し、また、閲覧用として、各

窓ロセンター、各地上或交流センター及び中央図書館などに配布しています。

さらに、つくば市ホームページや広報つくばにオンブズマン制度の概要を

掲載し周知を図っています。

その他にも、オンブズマン制度に関するパンフレットや苦情申立書等を各

窓ロセンターや各地t或交流センター等に備えることや、つくば市ホームペー

ジからも苦情申立書等を取得できるようにするなど、皆様が利用しやすいよ

うに配慮しています。

なお、従来はオンブズマン室として広報広聴課の課内室であったものを、

平成22年度から市の組織のどこにも属さない、独立したオンブズマン事務
局として設置することで、オンブズマンのさらなる独立・中立性を確保し、
ノム`正公平な立場で、市民の権利・利益の保護が図れるようしています。

4 全国行政苦情救済・ オンブズマン制度連絡会
全国の行政苦情救済やオンブズマン機関の意見・ 情報の交換の場を設け、

機関相互の連携を図ることにより、苦情救済制度の充実・ 発展に資するため

に全国行政苦情救済・ オンブズマン制度連絡会がつくられています。

(1)第 20回全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会議

開催日時 :平成30年 11月 28日 (水 )
13時 30分から 16時 30分まで

会  場 :総務省中央合同庁舎 (霞ヶ関)

-4‐



(2)全国連絡会構成機関 (平成30年 11月 28日現在 :35機関)

務局 :総務省行政評価局行政相談企画課業務指導班

団体名 名   称 団体名 筈   称
1北海道 北海道苦情審査委員 19調布市 調布市オンプズマン

2秋田県 秋田県県民行政相談員 20日野市 日野市福祉オンブズパーソン

3山梨県 山梨県行政苦情審査員 21国立市 国立市総合オンブズマン

4沖縄県 沖縄県行政オンブズマン 22多摩市 多摩市総合オンブズマン

5札幌市 札幌市オンブズマン 23横浜市 横浜市福祉調整委員会

6函館市 函館市福祉サービス苦情処理委員 24川崎市 川崎市市民オンブズマン

7北見市 北見市オンブズマン 川崎市人権オンブズパーソン

8つくば市 つくば市オンブズマン 25藤沢市 藤沢市オンブズマン

9川越市 川越市オンブズマン 26新潟市 新潟市苦I盾審査会

10上尾市 上尾市市政相談委員 27上越市 上越市オンブズパーソン

H新座市 新座市オンブズマン 28富山市 富山市行政苦情オンブズマン

12新宿区 新宿区区民の声委員会 29西尾市 西尾市行政評価委員会

13大田区 大田区福祉オンブズマン 30吹田市 吹田市福祉保健サービス苦情調整委員

14世田谷区 世日谷区保健福祉サービス苦情密査会 31枚方市 枚アj市福祉保健サービス苦情調整委員

15中野区 中野区福祉サービス苦情調整委員 32明石市 明石市行政オンブズマン

1 6 鷹市 三鷹市総合オンブズマン 33三田市 三田市オンブズパーソン

17府中市 府中市オンブズパーソン 34北九州市 北九州市保健福祉オンプズパーソン

18昭島市 8召島市総合オンフズパーソン 35熊本市 熊本市オンブズマン
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区 分 件  数

苦情申立受付件数 2

苦情申立処理状況 2

2

１

１

０

０

O

O

Ⅲ 苦情 申立 。相談等受付処理状況

(1)苦情申立書による所管部署の内訳

(2)苦情申立書によらない相談等案件の所管き1署の内訳

区 分 件  数

相談等案件受付件数 11

１

２

１

２

２

２

１

１
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Ⅳ 苦情 申立処理事例
(1)苦情申立一覧

① 苦情申立書による処理事例 (2件 )

② 苦情申立書によらないオンブズマン相談処理事例 (4件 )

印

血
申 立 事 項 申立状況

所管部

等

処理結果 担当

オンブズマン

ページ

２９
馳

10

景観緑地の地上権登記の遅れに

ついて

市内 個人 ]l送 都市計

画部

勧告 村 上 ォング

ズマン

9

1 中小企業事業資金融資利子補給

金の不交付について

市内 個人 持参 経済部 意見 近こ1藤ォンプ

ズマン

10

2 地域包括支援センター等職員
による面会強要について

市内 個人 郵送 保健福

祉部

勧告 洒:言葉ォンプ

ズマン

12

番号 面談日 フj法 申立者 内 容 及 び 処 理 (所管部等 ) 担当 ページ

1 6/15 来訪 市内男性 情報提供者の個人情報漏洩について

(〇〇部他 )

近藤 21

2 8/1 来訪 市内女性 放課後等ディサービス施設の運営改善につい
て

(関 連音B:保健福祉音8)

三井矢 21

3 9/11 来訪 市内法人 一般競争入札による複合機賃貸借契約の仕様
について

(教育局 )

三井矢 23

4 9/21 来訪 市内男性 地域包括支援センター等職員による面会強要
について

(保健福祉音日)

共後に普惰中立警による処理に移行

近藤 24
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③ 苦情申立書によらない事務局相談処理事例 (7件 )

受付日 方法 申立者 内 容 及 び 処 理    (所 管部等 ) ページ

6/26 電話 市内男性 住民税の二重請求について (財務部) 25

8/7 電話 市内男性 市営住宅居住者の管理状態について    (建 設部 ) 26

9/18 メール 男性 成田空港到着便航路の事前通告について (市長′ム
｀
室 ) 26

10/9 メール 男性 つくバス事業に関して (都市計画部 ) 27

|1/5 メール 女性 文化芸術課への要望について (市民部 ) 28

12/12 メール 男性 市有地の建造物の管理について (財務音8) 28

3/26 メール 女性 バス路線について (都市計画部) 29
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(2)苦情処理事例

① 苦情申立書による処理案件 (2件 )

(前年度繰越案件 )

平成 29年度繰越案件
Nα  10  景観緑地の地上権登記の遅れについて

苦情申立書受付年月日 :平成 29年 11月 28日 (郵送 )

所   管 都市計画部都市計画課沿線開発整備室

担    当 村上オンブズマン

申立の趣旨と調査結果は、平成 29年度活動状況報告書記戟のとおり

措置状況報
と
ロ

【都市計画部都市計画課沿線開発整備室】平成30年 5月 29日報告
これまでの説明と同内容にはなりますが、申立人が契約解除を希望してい

ることから、契約解除の手続とあわせて説明いたします。

また、今後このようなことのないように、

① 担当が変わる場合は、引継ぎを実施していますが、懸案事項について
は、より注意して引継ぎを実施します。

② できる限り、相手のエーズに合わせた説明をしておりますが、◆後、
より丁寧な説明を心がけます。

③ 簡易な確認等の間合せを除き、対応の日8きや内容等を記録します。
④ 手続に通常より時間がかかることが、事前に判明している場合は、説
明します。
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(当 該年度処理案件 )

Nα  l  中小企業事業資金融資利子補給金の不交付について

苦情申立蓋受付年月日 :平成 30年 4月 13日 (持参 )

所    管 経済きB産業振興課

担    当 近藤オンブズマン

申立の趣旨 申立人は、平成 29年 夏、つくば市中小企業事業資金融資利子補給金
の申請をしたが、平成 29年 度ノ刀のヽ市税滞納を理由に不交付とする結果
を、平成 30年 早プマに受け取つた。この滞納は事実であるものの、申立
人は、利子補給金申請に先立つ融資あつせん審査 (平 成 29年 夏)の際
に、あっせん申込みを代行 した金融機関から、「平成 28年 度の市税が
納付されていれば、

~番
査の条件を満た している」との説明を受けており

利子補給金に関 しても平成 28年 度の市税納付が交付の条件であると勘
違い していたため、平成 29年 度の市税納付に関 しては不注意から忘れ
て しまったという事情がある。

もし、市の担当課の方から利子補給金の交付の条件が「平成 29年 度
の市税」であるとの説明や注意喚起を受けていれば、このような勘違い

を正すことができ、不注意からの滞納も生 じず、利子補給金が不交付に

なることもなかつた。あるいは市税滞納ズ〕ヾ判明 した時点で、申請者に注

意喚起の連絡をした上で、交付・ 不交付の決定を下すべきではないか。

これらの点において、改善を求めたい。

処理結果 <調査の経緯と処理結果 >

1.調 査の経緯
調査実施通矢□書 (平成 30年 5月 1日 付 )
調査の内容 :つ くば市中小企業事業資金融資利子補給金の不交付決

定に至るまでの審査と対応の経緯について

5月 18日 に担当課 (産業振興課)へのヒアリングを行つた。
その結果を踏まえ、 5月 25日 に申立人への再ヒアリングを実
施 している。

(な お 4月 20日 に、調査実施通矢□書を出す前の予備調査とし
て、担当課へのヒアリングを実施 した。 )

2.調 査の結果
つくば市中小企業事業資金融資利子補給金とは、毎月行われる融資

あっせん審査を経て融資が実行された者に対 し、 3年間の利子補給金
の交付を行うものである。市税の滞納がないことズ〕ヾ交付の条件の一つ

であり申請以後の各年 12月 末日までの市税納付状況を確認 し、滞納

-10-



がない者に対 して交付決定を行う。

申立人は、平成 29年 夏の融資あつせん審査に、金融機関を通 じて
申請 した。その際、「平成 28年 の市税に滞納がないことが条件であ
る」との説明を金融機関から受けている。なお担当課の説明によれば

正確にはあっせん審査を受ける時点で滞納がないことが条件である。

いずれにしろ、この時点での税金滞納はなかつたため、問題はなか

つた。またあつせん
~番
査の申請受付は商工会が行い、融資を担当する

金融機関が申請を代行することが通常であるため、申立人もこの手続

きに則 つている。

平成 29年 夏の融資あつせん ~番査会において、申立人への融資あっ
せんが決定された。それを受け、利子補給金の交付申請のための書類

ア〕ヾ申立人本人あてに郵送された。申立人はそれを受け取つたのち金融

機関へと持参 し、金融機関の担当者の言うままに申請書を記入 した。

その際、申請書やその説明書には、「平成 29年 の市税滞納がないこ
と」が条件となる記載はなく、また、その点について金融機関からも

説明はなかった。そのため、市税の滞納という条件についてはあ っせ

ん
~番
査同様に平成 28年 度の市税であると思 っていた。 したがつて申

立人は、すでに条件を満た していると判断 し、不交付になることはな

いと安心 していた。

平成 29年 12月 某日付で、「利子補給金交付に伴う納税状況確認
について」の通知文書が、申立人に対 して送付された。ここには「市

税の滞納がないことの確認をするための納税状況確認の基準日は平成

29年 12月 末日を予定 しております」との記載があり、「参考」と
して、市税納期一覧表も添付されている。申立人はこの使書を受け取

つたものの上記の通り、納税に関 しては交付の条件をすでに満た して

いると思い込んでいるため、重要な文書だと思わず、あまり真剣には

目を通さなかつた。また、平成 29年 の市税の一部に関 し、納税する
のを忘れて しまった。

平成 30年 1月 に担当課は、利子補給金申請者の納税状況について
確認 した。平成 29年 度において利子補給金の申請件数は 1278件
であつたが、不交付にな つたのは 176件 あり、またそのうち、不交
付決定理由ズ〕ヾ税金滞納であるものは 125件 であつた。
平成 30年 2月 某日付で、申立人に対 して「税金滞納」を理由とす
る不交付決定通知書が送付された。申立人はこの時に初めて、利子補

給金の交付条件となる税金納付が「平成 29年 」の市税であると認識
し、担当課に問い合わせたものの、決定は覆らなかった。

3.処 理結果 :意見
利子補給金が不交付とな つた原因は申立人の税金滞納であることは

確かであるものの、それは条件となる税金納付に関する申立人の勘違

いとその勘違いが最後まで正されなかったことに基づく。また、申立

人以外にも、利子補給金の不交付決定の理由の大半が「税金滞納」で

あることからも、同様の勘違いが原因である案件が存在する可能性は

否定できない。 したがって、このような勘違いを生まないために、ま

た勘違いをしていた賜合にも注意腑人起によって正すことができるよう



に、申請者に対するより丁寧な説明および情報提供が望まれる。具体

的には、以下の点などが老えられよう。

(1)融 資あつせん ~番査と利子補給金については、条件となる税金納
付の基準日が異なる点について、より明確な説明を申請者に行う

跡要があろう。特に融資あつせん審査の申請は金融機関が代行す

るため、その後の利子補給金との違いを含めて申請者本人に正確

な情報が伝わらない危険性がある。金融機関に対 して、申請者本

人に対 して丁寧な説明を徹底するよう働きかけるべきであろう。

また同時に、利子補給金の申請については、特に条件となる税金

納付の基準日が、あ っせん
~番
査とは異なることについて、交付申

請の通知の時点で明記するなどの対応も考えられる。

(2)同 様の勘違いを申請者が していた場合、最後の注意喚起のチャ
ンスになるのが、 12月 に送付される「利子補総金交付に伴 う納
税状況確認について」の通知文書である。この文書に「市税の滞

納がないことの確認をするための納税状況確認の基準日は平成

29年 12鳳 末日をラ定 しております」との記載があることは確
かだが、それが平成 29年 の市税の納税状況であることについて
より明確な記載が求められよう。また、封筒に「重要」等の記載

をするなど、この文書に確実に目を通 してもらうための工夫の余

地もあると思われる。

調査結果通知年月日 :苦情申立て人へ 平成 30年 7月 17日

調査結果通知年月日 :経済部へ 平成 30年 7月 17日

Nα  2  地域包括支援センター等職員による面会強要について

苦情申立書受付年月日 :平成 30年 10月 22日 (郵送 )

所    管 保健福祉部地域包括支援課

担    当 近藤オンブズマン

申立の正取旨 平成 30年 9月 、つくば市職員および地域包括支援センター (以下
「支援センター」という。)の職員ズ〕ヾ申立人の自宅を来訪 し、同居する
母親への面会を求めた。面会の理由がはっきりせず、また母親は人見知

りで人に会うのを嫌がるため、その時は断ったところ、翌日、◆度は市

職員が警宮を伴つて、強引に母親への面会を求めた。やはり理由が明辟
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ではないため、その強引さを「マスコミに流す」等、抗議したところ、
市職員から「申立人が◆までやってきたこともマスコミに言わなくては
ダメだ」と、まるで自分が犯罪を行ってきたかのような子反いを受けた。
おそらく高齢者虐待が疑われたのだろうと思うが、事実無根にもかか

わらず市職員から上記のような扱いを受け、憤りを覚えるとともに、そ
れ以来、体調不良や B垂眠不足にも悩まされている。このような市職員の

行動に対して抗議するとともに、その行動の根拠を知りたい。

処理結果 「調査の経緯と処理結果」

【調査の経緯】

1.調査の経緯
平成 30年  9月 21日  申立人来訪の上、オンブズマンと相談

10月 22日  申立人より苦情申立書提出 (郵送 )
10月 29日  調査実施通知書提出

調査の内容 :申立人の母親の安否確認をするに至った経緯と訪間のプ
ロセス、および訪間 8きに申立人に対しどのような対応を行つたか
について

11月 9日  担当課 (保健福祉音B地域包括支援課)職員 2軽 に
対してヒアリングを行つた。その結果を踏まえ、 11月 16日 に
別の担当課職員 2名 および、支援センター職員 2篭へのヒアリン
グを行つた。

2.調 査の結果
地域包括支援課および支援センターが申立人の母親を訪間するき

つかけとなつたのは、つくば市議会議員からの相談であった。

平成 30年 9月 4日 (火 )、 申立人の母親をここ 6ヶ 月間見ていな
いとの情報提供があ った旨、この議員を通 じて地域包括支援課に相談

があった。地域包括支援課はこれを高齢者虐待対応に向けた相談・ 通

報と捉え、当該の支援センターとともに対応を開始 した。ただ し、通

報者が誰かについてはこの議員に間いても、情報提供者が秘匿を希望

していることを理由に教えられなかった。そのため、情報提供者本人
への直接の確認は行 っていない。また、この議員を通 じて情報提供者
へ再度確認 したところ、当初は「 6ヶ 月間見ていない」という内容が
次の機会には「 2～ 3年見ていない」という内容に変わるなどしてい
た。

5日 (水 )、 支援センター職員 2名、地上或包括支援課職員 A、 およ
び民生委員とで申立人宅を訪間。しか し不在のため、訪間を終了する

とともに、関係者への情報収集を行つた。

6日 (木 )午前 9時、支援センター職員 2名 (前 日と同一の職員 )
地頭包括支援課職員B(前 日と異なる職員 )、 民生委員 (前 日と同一
人物)で 申立人を訪間。◆度は申立人が応対 した。通報の事実につい
ては伏せ、 65歳 以上の高齢者を訪間 しているとの形をとり、母親と
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の面会を求めた。この時の申立人の様子について、地域包括支援課職

員 BIdi、 「大量の冷や汀が見られ警戒 している様子」などから、一定

の疑念を抱いた。その一方で、支援センター職員は本調査において、

申立人は「確かに汗はかいていたが、気温の高い日だ ったこともあり

特に不
~番
な様子はうかがえなア〕`つた」としており職員の間でも印象が

分かれている。申立人の母親は対人関係ズ〕ヾ苦手であり、後になだめる

のが大変だという理由により面会を拒否されたため、その場は介護保

険等の情報提供等に止める。申立人からは、急な訪間は困るので、事

前に連絡するよう要請があつた。申立人には、母親の他にも介護が閉

要な家族がおり、この要請には合理性がある。母親との面会ができな

かったことをふまえ、◆後の対応を検討するが、この時点では民生委

員に写真を撮 つてきてもらうなどの手段が検討された。

翌 7日 (金 )、 本件について担当部局長である保健福祉部長の指示
で地域包括支援課職員Bと Cが危機管理課に相談。前日の訪間に同行
したBが、申立人の「大量の汗」「攻撃的な態度」などを理由として
何か隠 しごとをしている疑いがあるという懸念を伝えると、危機管理

課からは警察にも相談 しておくよう指示を受ける。「高齢者虐待の防

止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 (以下「高齢者虐

待防止法」という。)に おいて、市町村長は、調査や質問といつた職
務の執行に際 して賜要のあるときは、警察署長に対 して援助を求める

ことができるとされており (第 12条 )、 その事態に備えたと思われ
る。それを受け、地頭包括支援課職員Dが保健福祉音B長 に報告。音B長
は、警察に相談の上対応するよう指示するとともに、申支人の主張が

全て真実であった場合には慎重な対応を取るようにとも指示 してい

る。それを踏まえ、まずは申立人本人による写真撮所を依頼 し、拒否

された場合には警察とともに訪間するというアj針を支て、警察署から

も協力の返答を得た。

7日 午後 2時、地域包括支援課職員Cよ り申立人に電話。母親の元
気な様子を確認させて欲 しいと伝えるが、申立人からは「会いたいな

ら根拠を示せ」等の理由から拒否される。訪間の根拠がわからないと

いうのが申泣の趣旨の一つであつたため、本調査において、「 この時

点で、通報の事実があ ったこと自体を理由にできなかつたのか」とオ

ンブズマンから質問 したところ、職員Cも通報があつた事実を言うこ
とができればそうしたかったが、最初に相談を持ち込んだつくば市議

会議員から、情報提供があったこと自体を伏せるよう要請があったた

め、それはできなか つたとのことであつた。申支人からは写真撮詩も

拒否され、法的根拠を文書で示さない限り本人に会わせないと通告さ

れる。

この状況を受け、また並行 して行ってきた調査でやはり母親の姿を

見たものが最近はいないことも踏まえ、保健福祉音B長 と協議 した結果

週明けとなる 10日 (月 )に も再度申立人に連絡の上で面会を依頼す
ること、またそれでも拒否された場合には警察に同行 してもらって立

ち入る方針を決定する。

年後 5時、地域包括支援課職員Dよ り、市長に対 してその旨を使書
により報告 し、指不を仰いだ。上記「高齢者虐待防止法」第 12条 に
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おいて警察の同行を求める主体は市町村長であることからの対応で

あると思われる。市長からは、本人 (申立人の母親)の生命と安全の
確認を第一に者え、◆すぐ訪間を行うよう指示がされた。それを受け

地域包括支援課職員 C、 D、 Eの 3名 および、つくば中央署の警察宮
(私服着用)2篭 の合計 5名で、申立人の自宅を訪間 した。職員と警
察官は申立人の自宅近くで待ち合わせを行 つたが、特に事前の打ち合

わせなどは行つていない。 18Bき 40分 に申立人の自宅に到着すると
申立人が応対 したが、「夕倉の支度などで忙 しい」等の理由で拒否さ

れる。その直後、同行 した警察官が、「高齢者虐待 [′も止法」に基づき

支ち入りに対 して強制力を持つことを□頭にて伝える。ただ し、□頭

での通告だったため申立人はこの時「高齢者虐待防止法」とは理解 し

ていない。

その後 30分 ほど押 し間笞が続くが、最終的には申立人は母親を写
真撮影することに応 じ、さらには母親本人への面会も達せられた。 し

か しこのプロセスで、申立の趣旨にある「マスコミに流す」「申立人

が◆までやってきたこともマスコミに言わなくてはダメだ」のや り取

りも確かにあったとされる。本調査のヒアリングにおいて、この発言

を行つたのは地 l或包括支援課職員Dで あることが判明 したが、D本人
は、ここにある「◆までや ってきたこと」は「虐待や犯罪」を意味す

るのではなく、「何度か面会を求めても拒否 してきた経緯のこと」を

指 していると弁明 した。また申立人からは「 どうせ誰かが通報 したん

だろう」との抗議もあった。通報の事実については伏せられたままで

あつたが、最終的には訪間の理由ズ〕ヾ高齢者虐待についての通報ではな

いかと疑念を持つに至 つている。

その後、地域包括支援課職員によ って申立人の母親は「放棄・ 放

任」の状況とみなされる。なお「放棄・ 放任」は、「高齢者虐待防止

法」第 2条第 4項 において、高齢者虐待の一つに分類されている。ま
た、申立人本人の介護負担の軽減のための支援の財要性なども◆後の

アj針とされた。それに基づき、 9月 13日 付でつくば市長名にて申立
人に対 して、その旨の通知が送付されているが、表槻が曖昧なため、

その使書が何を伝えようとしているのかについても申立人は理解 し

がたい状況となっている。

【処理結果】

1.問題の所在
高齢者虐待 [方止は重要かつ緊急性のある問題であり、それに対して

迅速な対応が求められることは言うまでもない。その点で、◆回の対

応が迅速に進められたこと自体は批判されるべきではないだろう。し

かしその一方で、面会を拒否された場合には強制的に立ち入ることが

法的に認められているものの、一般市民に対する行政の側からの権力

行使は慎重に行われるべきであり、そのバランスが難しい。その点か

らすれば◆回のケースは、とりわけ危機管理課への相談を境としてそ

のプロセスには強引さズ〕ヾ目につき、申立人からの信頼を失う結果とな
つた。自分としては正当な理由で面会を断っているにもかかわらず、

吊初の訪問からわ り`か 1日 後に、説得的な根拠も示されることなく山
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会を要請され、さらにそれを断れば夕食準備時に警察官を伴って立ち

入られる事態に直面すれば、誰であつても衝撃は大きい。また◆回の

場合、確かに「高齢者虐待」の一部に当たる「放棄・放任」にあたる

ものの、申立人にはその自覚はなかつた。一般的な高齢者虐待のイメ

ージは暴力を伴うものでありこのような誤解は致しアうない音E分もあ

る。このような「放棄・放任」がそれにあたることについても、高齢

者の保護や養護者への支援の観点から、養護者へのより丁寧な説明が

嚇要なケースであったと思われる。

高齢者虐待防止法は、単にそれを止めるだけではなく、「高齢者の

養護者に対する支援」も目的としている。◆回のケースは、結果的に

はまさにこの「高齢者の養護者に対する支援」が本旨となるものであ

ると思われる。この点からすれば、◆回の立ち入りによって、申立人

からの信頼を失い、説明や支援の可能性を逆に狭める結果となったこ

とは、本来の目的を損なうという意味で、残念な結果と言わざるをえ

ない。

さて、◆回の対応が迅速ではあるものの 3蛍引なものとなり、結果的

に申立人の信頼を失う要因になったポイントは以下の点に整理され

よう。

(1)「 通報」の扱いについて
◆回の対応が申立人にとって強引なものとなつた最大の要因の

一つは、説得的な面会の根拠を提示できなかった点にある。一般的

な高齢者訪間であれば、連日のように面会を求めることは想定 しづ

らく、「何かを疑われているのではないか」と、反発や動揺を覚え

てもおか しくはない。

確かに、通報者が誰であるのか、あるいは詳細な通報の内容に関

しては、通報者保護の観点からもちろん秘匿されるべきである。 し

ズ〕`し、通報があつた事実を通告すること自体は、禁 じられてはおら

ず、隊要に応 じて検討されるべきではないだろうか。また、◆回の

対応のプロセスを通 じて結局は「通報があつたのではないか」とい

う疑念を申立人は持つに至 つており、訪間の理由が通報であったこ

とを伏せた意味は結果的には無くなつている。

ここまで頑なに通報の事実が伏せられた理由は、情報を介 した市

議会議員から、通報の事実を秘匿するよう要請があったためであ

る。そのことにより、担当課自体も通報者が誰かがわからず、また

通報の内容自体も、通報者に直接確認できていないことも問題であ

る。このような場合例えば I愛昧な、あるいは悪意の通報である可能

性をどのように排除するのだろうか。地域包括支援センター職員研

修資料においても、「情報について直接確かめる」ことや「情報提

供者の情報も矢Bつ ておく」ことはポイン トとして示されている。い

かに間に入つた者が市議会議員などの立場にある者であったとし

ても、担当課が通報の内容を直接確認 し、吟味 した上で対応するこ

とが嚇要であるように思われる。

(2)「 高齢者虐待防止法」に基づく立ち人りであることの提示につ
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いて

またもう一つの要素は、 9月 7日 の夕方に行われた警察官を伴う
支ち入りについてである。この時、自宅への支ち入りの根拠が明確

には理解できず、そのことも申立人の動揺と反発を招く原因となつ

た。

確かに、「高齢者虐待 8′も止法」であることは同行 した警察官によ

つて□頭にて示されているものの、そこには二つの問題点がある。

第一に、立ち入りを主導するのはあくまで担当課であり、警察官は

それを補助する役割に止められるべきである点からすれば、この旨

は担当課より示されるべきである。いきなり警察官に示されれば、

「まるで犯罪者の扱いだ」という申立人の不満を子ェ式い去れない。第

二に、その法の内容も含め対象者に明確に理解 してもらうためにも

□頭ではなく、文書の形で明示することが閉要であつたと考えられ

る。

(3)警 察官との役割分担について
上記の点にも表れているが、とりわけ 9月 7日 タアjの立ち入りに
関しては、警察宮から立ち入りの根拠が示されたり、また警察の先

導で玄関先まで進んだりするなど、警察官主導にも思える場面が目

立つ。また、訪間から立ち入りまでのプロセスで警察官が介入する

場面があまりに早いという印象もあり、そのことは槻場にいた担当

課職員も同様の感想を述べている。

立ち入りに関 しては、あくまで担当課職員主導で行うべきで、警

察官の役割は、例えば暴ぬ行為などによって立ち入りが阻まれた時

などに限定すべきであるように熙われる。その点も含め、担当課職

員と警察宮の役割分担や、立ち入りまでの段取りについて、より綿

密な打ち合わせを事前に行つておくべきであっただろう。

(4)職 員間の意思疎通について
◆回の調査で明らかになったことは、特に初期の段階で申立人と

接触 した職員の間で、申立人への印象が大きく異なつていることで

ある。 6日 に訪間 した 8きの申立人の印象に対 して、支援センター職
員が、申立人は「全体的に落ち音いており」、「嘘や隠 し事をして

いるようには見えず」、「翌日に警察宮を伴 つて立ち入る事態にな

るとは全くラ想できなか つた」としている一方で、担当課職員は、

「動揺 して虚勢を張り」、「何か隠 し事をしているように見えた」

と証言 している。その上で、後者の印象だけが危機管理課に伝わる

形となり、そこを境として対応が大きく変化 していった。

もちろん、何をどう感 じるかには観察者の主観も関わり、どちら

が間違いとは言えないし、また現時点でそれを判定することもでき

ない。 しか し問題は、職員の間でこれだけ印象が食い違いながらも

一方の印象のみに基づいてその後の対応が導かれた点にある。この

点に関 しても、職員間のより緊密な意思疎通を組織的に図つていく

隊要があるだろう。
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(5)職 員の対応について
◆回の対応について、様ノマな食い違いはあり、組織的な改善が求
められる点はあるものの、個ノマの職員の行動はそれぞれ最善を思く
そうとした結果であり、それ自体として責められるべきではない。
しかしただ一つの例外として、9月 7日 の立ち入り時に担当課職員
Dが行つた「申立人が◆までやってきたこともマスコミに言わなく
てはダメだ」という尭言を擁護することは難しい。確かに、申立人
が受け取つたような意図を込めた言葉ではないことは、後から説明
を受ければ理解できるものの言葉は受け取る側の解釈が全てであ
る。また「売り言葉」に「買い言葉」のやり取りに乗つてしまえ

ば、このような誤解が生じる可能性はより高まる。発言の内容もさ
ることながら、ますこのような行為自体を厳に慎むべきであるし、
そのようなことを行う可能性のある職員を硯場に派遣すべきでは

ない。

また本調査において、支援センター職員や地域包括支援課職員に

対して行われている高齢者虐待対応に関する研修を、この職員Dは
受けていないことも判明した。緊急の、また夜間における対応であ
つたことを者えれば、派遣する職員の選択にも制約があったことは
理解できるズ〕ヾ、当該の研修を受けていない職員を現場に派遣するこ
とは望ましくないし、またそのような可能性があるのであれば、管
理職も含め関係する全ての職員に、研修を受けることを跡須とすべ

きである。

(6)事 後の対応
最後に、事後に申立人に対 して送付された文書「地域包括支援セ

ンターによる家庭訪間等支援について」は、内容が曖昧で意味する

ところア〕ヾ具体的には掴みにくいことは否めない。この度書を提示さ

れたら、「結局あの立ち入りは何だったのか」という疑念を深める

可能性もある。

2.処 理結果 :勧告
以上を踏まえ、下記の 6点を勧告する。

(1)高 齢者虐待対応における「通報」の扱いや「理由説明」のあり
方について再検討すること。とりわけ、第三者を介 した (通報者

本人からではない)情報提供の扱いや、その場合に通報者本人ヘ
の確認をどのように行うかについての検討は町須である。

(2)高 齢者虐待への対応の際の、警察官との役割分担・ 段取りにつ
いて、明確化すること。事前に十分な打ち合わせを行うこともも

ちろんだが、◆回の事例に関する反省を生か し、あらか じめ役割

倉担や段取りのモデルケースを作成 しておくことが望ま しい。

3)職 員間の意思疎通のあり方について、組織的な形で再検こ」する
こと。今回のような事例に関 して、訪間後に対象者の印象などを
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すり合わせる機会を組織的に設けることを検討 してほ しい。

(4)職 員への研修を徹底すること。特に、管理職の職員も例外とし
ないこと。

(5)事 後送付の文書の文面について、より具体的で明確な表現にす
ること。

(6)申 立人からの信頼回復に努めること。◆回最も不幸であったの
は本来最も支援が財要である申立人の信頼を失い、支援の可能性

を狭めて しまったことである。手段は担当課に任せるが、謝罪等

も含め、申立人からの信頼を回復 し、町要な支援ズ〕ヾ受けられる形

になるよう努力 してほ しい。

調査結果通知年月日 :苦情申立人へ 平成 31年 1月 8日 (郵送 )

調査結果通知年月日 :保健福祉音Bへ 平成 31年 1月 8日

措置状況報
と
ロ

【保健福祉音S】 平成 31年 3月 8日
1 高齢者虐待を疑う通報があつた場合、高齢者虐待防止法第 9条第 1
項、第 16条に、速やかに、高齢者の安全確認、通報等の事実確認、高
齢者虐待対応協力者と協議することが規定されているため、児童虐待防

止法に準じて、48時 間以内に事実確認を行うように努めています。◆
回のように第三者を介した通報の場合、可能な限り発見者に直接状況を

確認できるよう調整し、十分な情報ズ〕ヾ迅速に鮮又集できるよう対応いたし

ます。

高齢者虐待通報を受け、事実確認をする際には、高齢者虐待 [′葛止法第

17条第 2項に、通報者を特定させるものを漏らしてはならないと規定
されていることに十分に留意しつつ、適切な理由を示し、事実確認を実

施します。事実確認を複数回試みるも、高齢者本人の安全確認や事実確

認が出来ない場合状況に応 じて、高齢者虐待 [′も止法第 11条に基づき立
入調査を実施する旨を事前に伝え、さらに賜要に応じて、立入調査への

拒否、妨害、忌避 し、笞弁拒否や虚偽笞弁等をした場合、 30万円以下
の罰金に処される旨を知らせた上で立入調査を実施します。

2 立入調査については、要否の判断や警察との役割分担等を明確にした
フローチャートを作成しました。警察とも事前に打合せをした上で家庭

訪間を行なうとともに、相手アjが疑念を持つことのないように対応しま

す。併せて保健福祉医療関係者や警察、学識経験者、行政がメンバーで

あるつくば市虐待防止ネットワークの意見を踏まえ、つくば市虐待対応

マニュアルも改訂します。
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3 高齢者虐待の事実確認のための訪間調査は、客観性を高めるため、原
則として複数人で実施しています。訪間調査後は、管理職に対して、関

係機関からの情報岸又集や訪間調査等から得た客観的事実、地域包括支援

センター職員や民生委員の対応状況とその見解について ll同
圭
報共有を図つ

た上で、コアメンバー会議 (虐待の有無と緊急性の判断、対応方針の検

討)を開催します。

4 来年度以降は、虐待対応研修を新任職員だけでなく、管理職も受講さ
せるようにします。また、改訂した対応フローを基に委託地馘包括支援

センターも含めて研修を実施し、相手とのやりとりをする際には、あく

まで冷静に慎重に発言することも研修内容に含めます。

5 状況に応じて事実確認後に文書を送付することになつた場合は、先アj
が意図を正しく理解出来るよう、具体的かつ明確な表現にいたします。

また、文書を送付する場合には、送付するだけでなく、相手に対面で

内容を説明するなどコミュニケーションを図つていきます。

6 申立人に連絡をとり、事前に日程調整の上、当課だけではなく、関係
者とともに訪間し、申立人からの信頼回復に努め、申立人の介護負担や

申立人の母が閉要な支援を受けることが出来るよう対応します。
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②苦情申立書によらないオンプズマン相談処理事例 (4件 )

Nα l  情報提供者の個人情報漏洩について
(〇〇音B他 )

苦情相談年月日 :平成 30年 6月 15日

方    法 来訪による

担    当 近藤オンプズマン

相 談 者 市内男性

内   容 つくば市に対して朋要となる行政手続をかつての勤務先が不適切に行つ
ていたことを、相談者が、担当部署の 2課にll青報提供したところ、相談者
(元社員)が情報提供者であることが漏洩し、元勤務先から相談者に電話
がかかるようになつた事の苦情と、提供 した情報を元に担当課が◆後、ど

の様な対応をしていくのかについて相談ズ)ヾ寄せられた。

処    理 相談を受け、後日2課の応対をした担当者からそれぞれヒアリングを
行つた。

・ 「元社員」という個人情報に、相談者と担当者の認識のすれがあった

こと。

・ ◆後の対応については、現在担当課が検討中であること。

以上のヒアリング結果をオンブズマンが相談者に伝え、相談者は了解

し、苦情申立は行わすに相談に留め終了した。

血 2   放課後等ディサービス施設の運営改善について
(関連部 :保健福祉音8)

苦1盾相談年月日 :平成 30年 8月 1日

方    法 来訪による

担    当 三井矢オンブズマン

相 談 者 市内女性
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内    容 相談者は市内 3箇所の放課後等ディサービス施設と契約 して、週に複
数日子どもを通所させている。

その中のある施設 (賜在は通所 していない)は 8乍年 11月 に契約した際
通常は保護者面談の上で作成する個別支援計画書を勝手に作成し、署名押

印を強要するばかりで、内容の説明を数度求めても応 じようとしない。施

設からの中間報告書も複数月分をまとめて渡され、署筈押印の際空白にし

ておいた日付も勝手に施設側で遡及させて記載するなど目に余るため、施

設認可の担当課である茨城県障害福祉課に連絡した。県の注意と指導によ

り◆年 2月末に初めて説明を受けることが出来た。が、 2月末の通所日を
休む連絡をしたら、 3月以降の通所日も全てキャンセルされてしまった。
施設側は1券手にキャンセルした理由も明らズ〕`にせず、◆年度の l固別支援計

画書も作成しようとしない、県の指導にも何の反応も示さない。つくば市

障害福祉課の電話にも出ず、話し合いの場につこうともせず、説明責任を

栗たさない。

施設責任者からきちんとした説明及び謝罪を得たいし、施設のこのよう

な杜撰な運営を改善して欲しいが、オンブズマンはこの問題を扱ってくれ

るのか。あるいは他にどの様な方法が者えられるのか、相談したい。

処   理 (対応 )
放課後等ディサービスは平成 24年 に始まった新 しい事業で、現在は県
が認可権限を持ち、認可された施設と利用者相対で契約している。茨城県

が認可決定していることでつくば市の力は及ばない。また、オンブズマン

の力は◆回相談の民間施設には及ばない。

オンブズマンの職を離れての見解となるが、県に対して「認可の際に注

意して欲しい、指導を強化 して欲 しい」旨の善面提出や話し合いに応 じな

い施設に対して契約の違反内容に関して質問状形式で回笞を求めることは

(拘束力や強制力はないが)可能である。
いずれにしても、施設とのアポ取りが堀在進行中であれば、施設と面談

を行った上で、面談内容と合わせ、指摘事項及び要望を明記した「要望書

」あるいは「申入書」等の文書を作成の上、後日県に送ることが良さそう

に思われる。認可権限を有しないつくば市に申入書等を差し出しても有用

とは思えない。

以上のオンブズマン説明に相談者は納得して相談を終了した。
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Nα 3   -般 競争入札による複含機賃借契約の仕様について (教育局 )

苦情相談年月日 :平成 30年 9月 11日

テj   法 来訪による

担   当 三井矢オンブズマン

相 談 者 法人代表者

内   容 8月 末に教育局所管の複合機賃借契約の一般競争入札の′ム｀告がなされ 9
月中旬に開札される。◆回も従来同様、「環境保全の観点より、リユース

音8品 を使用した再生機であること」を町須条件としている。複合機の主要
メーカー7社のうち再生機は 2社 しか販売しておらず、入札に参加できる
のはこの 2社の代理店のみとなつてしまう。仕様書の質問先である教育局
に同業者が「省エネやTCO削減、環境へ配慮を考えた新造機での対応につ
いて」質問しても、私が電話で質問してみても、きちんとした回答や説明
をしようともしない。あ然性や合理的な理由もなく再生機を指定するのは

特定の業者 (従来どおりの納入業者)に藩札させようとしているとしか思
えない。競争入本しの機能が発揮されないこの現状を改善するにはどうすれ

ば良いのか。

処   理 (文寸Л麟)

他の救済制度や不服申し立て制度の対象となる案件は、オンブズマン制

度を併用することはできない。つくば市入札監視委員会では、入札及び契

約手続きにおける′ム
｀
平性の確保及び透明性の向上を図るため、 l固′マの入札

案件の調査をしているようだ。本件をその調査の対象としてもらえるかど

うか、委員会を所管する契約検査課に聞いてみたらどうか。個プマの入札案

件ではなく入札に関する苦情の広聴機能がl動いていないことはオンブズマ

ンの調査対象になるので、結果をオンブズマン事矛ヵ冥局に教えてほしい。

以上の説明を相談者は了解し、契約検査課に近日中に確認、その結果を

オンブズマン事務局に連絡することとなった。

9月 13日 に相談者から連絡があり、契約検査課に苦情を申し出たとこ
ろ、◆回の入札は取り下げて今回の仕様書を直した後 (10月 上旬ごろ)
新たな入札案件として執行されることになつたとのこと。
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Nα 4 地域包括支援センター等職員による面会強要について

(保健福祉部地域包括支援課 )

苦情相談年月日 :平成 30年 9月 21日

方    法 来訪による

担    当 近藤オンブズマン

相 談 者 市内男性

内   容 9月 7日 午後、地域包括支援センター等の職員4・ 5篭が自宅に来て母
親に会わせてほしいという。会う理由を聞いても教えない。前にも2度ほど
来たようだア〕ヾメモすら残していかなかった。母は親戚にも会わない程人見矢□

りが激しく、無理に人に会わせると気分を害して食事もとらなくなってしま

う。そのことを職員に言つても間き入れない。20分ほど押し間笞の末引き
上げて行つた。

翌8日の夜、警察宮2篭を同行し職員3名が再び訪れた。 8乍日同様、理由

を明らかにしないで母に会わせろという。マスコミに流すというと「相談

者が◆までやってきたことを言わなくてはだめだ」という。私が一体伺を

やってきたというのか、私の行動をいつから見張つていたのか。先日、市

役所から◆後も訪間するという通知が届いた。◆回の件で私も不意に汗が

出るようになったり8垂眠不足にもなっている。どうにかならないのだろう

か、激しい憤りを覚えている。

処   理 (対応 )
何をどのようにしてほしいのか、苦情申立ての趣旨を明確にして苦情の

内容や不利益処分を受けたことを具体的に記載 した苦情申立書の提出が町

要であることを説明。

※後に苦惰申立書 (Nα 2)に よる処理に移行
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③苦情申立書によらない事務局相談処理事例 (7件 )

オンブズマン事務局では電話やメールによる苦 ll同
圭
等について担当課、広報広聴課、そ

の他跡要な部署に連絡し対応と処理をお願いした後に、オンブズマンに報告しています。

Nα  l 住民税の二重請求について
(財務部市民税課 )

苦情相談年月日 :平成 30年 6月 26日

方    法 電話による

相 談 者 市内男性

内   容 これまで毎年、住民税は年金から差し31かれ6月 に支払っていたが、◆年
は別に納付書が送られてきた。6月○日の年前中、市民税課を訪れ説明を求
めたが、「確認はするズ〕ヾ、納期の7月上旬までにとりあえず第 1期分を支払
っておくように」という対応だった。市役所が間違っているのに謝罪もなく

納得ズ〕ヾいかない。オンプズマンにどの様に申し出たら良いのか。

処    理 相談者の話によると、担当課は間違 っているかを含め調べている段階
であり、相談の趣旨もはっきりしているため、速やかに確認を終わらせ

相談者に説明するようオンプズマン事務局から市民税課に連絡を取る

ことで相談者の了解を得た。

同日、担当課に納付書の精査結果を速やかに相談者に連絡するように

依頼。

(担当課からの間き取り要旨 :正 しくは相談者の言う2日 前に来庁。本
人が確定申告で雑所得があるかのように誤記載 したため課税が発生 し

たもの。年金以外の所得はないものと修正するので第 1期分は支払わな
くても良いことを来庁時に相談者に説明済みであ つた。なお、相談者本

人に6月 26日 の午後、電話で再度説明するものの、断す しも納得はして
いない様子であった。 )
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Nα  2 市営住宅居住者の管理状態について
(建設部住宅政策課 )

苦情相談年月日 :平成 30年 8月 7日

方    法 電話による

相 談 者 市内男性

内   容 相談者の住む市営住宅の向かい側、4メ
ートル道星各を挟んで建つ市営住宅

の一室に人の住んでいる気配がない。相談者は6年前から住んでいるが、
それ以前から住んでいないようだ。
革は伸び放題,部屋の中・外には荷物等が放置され荒れ放題でゴミ屋敷の
ようだ。
相談者の住む市営住宅に風庖きによっては港葉等が舞い込み、蚊や峰も発
生していて、蜂に刺されもした。
住宅政策課にこれまで何度も苦情を言つているが、家賃は納められている
と言うが、借り主がどうして放置しているのか、何故管理しないのか、住み
続ける意思があるのか、説明は全く無く、状態も一向に改善されない。

処    理 (文」河面)

相談者は昨年 8月 30日 にもこの件をオンプズマン事務局に電話してきた
(No.6)。 ◆回も (オ ンブズマンに相談または苦情申立をする前に)まず、
オンブズマン事務局から担当課に連絡し、事態の改善を図り、相談者にも連

絡するよう伝える事で了解を得た。その後、担当課に電話で苦情内容を説明

相談者に説明するよう依頼した。
※ 担当課でも借り主を近日中に訪間し、市営住宅を家賃のみ支払って借り
続ける町要性とその管理状況の改善について相談するラ定であったとの
こと。

Nα 3  成田空港到着便航路の事前通告について
(市長
′ム
｀
室広報戦略課 )

苦情相談年月日 :平成 30年 9月 18日

アj   法 メールによる

相 談 者 男性
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内    容 成田到着便の多くが、つくば市内上空 1,000メ ートル程度で旋回飛行し、
成田空港へ向かつている。国交省や空港会社等から県や市に事前の通告ア〕ヾあ

つたのだろうか。

過去に牛久市で市に通告なく上空を飛行したことが問題となつたため、つ

くば市でも同様なことが行われているのか気になりお知らせした。事前通告

があったうえでの運用なのか可能なら教えてほしい。

処   理 (対応 )
広報耕巴各課広聴室に概要を説明し処理を依頼 した上で、つくば市の機関が

実施している事務事業に関する案件ではないため、同室にメールを転送する

ことを相談者に返信した。

Nα 4  つくバス事業に関して
(都市計画部総合交通政策課)

苦 ll同=相談年月日 :平成 30年 10月 9日

方    法 メールによる

相 談 者 男性

内   容 関東鉄道が運航する東京駅～筑波大学間の高速バスで、週末夜間の東京駅
発などが満席で乗れないことが多くなり、同社に増便を希望しても「乗矛ヵ

便
員

不足のため困難」との回笞。同社では多くの乗務員をつくバスに振り向けて

いるため、高速バスに限らず市内の主要星各線の運行にもしわ寄せが出ている

状況。◆後のつくバス事業の内容と同社への運行委託の規模について再者を

お願いしたい。

処   理 (文」Л傾)

交通政策課に概要を説明 (同課にはメールは届いていない様子)し、処理
を依頼した上でメールを転送。相談者にもメールを転送したことと、後日担

当課から連絡が入ることをメールで返信した。
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No.5  文化芸術課への要望について
(市民部文化芸術課 )

苦f盾相談年月日 :平成 30年 11月 5日

方    法 メールによる

相 談 者 不 明

内   容

た

1件 目 :文化祭
文化芸術課のフェイスブ ックに文化祭の様子などが載 っていなか っ

2件 目 :文化芸術の取り組み
スポーツ振興課に比べ文化芸術課には、面白そうな企画やいろいろな

人が参加できる取り組みが全く見受けられない。働いている職員がいる

のか疑間を抱く。専門知識を持つている職員を増やしたほうが良いので

は ?

処    理 (烹」河麟)

文化芸術課に概要を説明 (同課にはメールは届いていない様子)し、回笞
するか否ア〕`の検討を含めて処理を依頼した上でメールを転送。相談者にも要

望事項であるので担当課にメールを転送 したことと、オンブズマンにも伝え

ることをメールで返信 した。再度、相談者から「メールア ドレス等個人情報

は伏せて下さい。」とのメールが到達したため、担当課と協議、相談者への

回笞は見合わせることとした。

Nα 6  市有地の建造物の管理について
(財矛力寅部管財課 )

苦情相談年月日 :平成 30年 12月 12日

方    法 メールによる

相 談 者 市外男性
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内   容 相談者が所有する土地 (住んでいない建物あり)に隣接する市の所有
地に民間が利用している建造物がある。以前、屋根瓦が藩ちてきて相談

者の家の一部を破損した。そのときは建造物の関係者の一人が修繕 して

くれたが、◆後のこともあるので、市がしつかり管理するよう夏ごろか

ら市に幾度となく要求してきた。市の所有する建物ではないので、建造

物の関係者情報をもとに直接相談するよう繰り返すばかりで少しも進

展しない。協力願えないか

処    理 (文寸Л顔)

管財課に確認 したところ、土地取得の経緯・ 土地使用の契約内容・ 市

有地を使用させた経緯等が不明なため、建物の所有者と直接相談するよ

う繰り返 し伝えてきた、とのこと。◆後、土地所有者と建造物所有者の

法的な責任割合を調べることや、建造物関係者・ 相談者・ 市の協議の場

を設けることについて検討するよう依頼 した。

相談者には、担当課が調整中であり多少時間がかかるが待 っていただ

きたいこと、◆後オンブズマンヘの苦情申立をする際には手続き詳細を

事務局に間い合わせ願いたいこと、以上 2点 をメールにて回答 した。

Nα  7  バス路線について
(都市計画部総合交通政策課 )

苦情相談年月日 :平成 31年 3月 26日

方    法 メールによる

相 談 者 市内在住者

内   容 イオンモール経由のバス路線を開設 してほしい。典型的なシルバー世帯の
我が家には車もなくバスが唯―の交通手段である。つくバスだとシルバー害」

引があるので有り難いが、先すは路線の検討をお願いしたい。

処  理 交通政策課に概要を説明 (同課にはメールは届いていない様子)し処理を
依頼 した上でメールを転送。相談者にもメールを転送 したことと、オンブズ

マンに伝える旨をメールで返信した。
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オンプズマンの感想

つくば市オンブズマン 近藤 康史

平成30年 4月より新しくつくば市オンブズマンに就任し、 1年が過ぎまし
た。初めて担当する業務ということで、当初は戸惑うこともありましたが、事

務局や関係者の皆様のご協力のもとで、さまざまな案件の処理を行うことがで

きました。以下では、いくつかの案件を通じて感したことや、◆後に向けての

課題について述べさせていただきたいと思います。

行政は、さまざまな政策の執行に関わります。執行にあたっては、公平性の

観点から一定の手続きやルールを踏まえることが基本となってきます。しかし、

その手続きやルールが利用者 (市民)に周知されていなかつたり、あるいは利
用者の恨」が誤解していたことで十Uらかの不都合が生まれたりした場合には、た

とえ行政側が手続きを踏まえていたとしても、本来その政策が持つていた目的

が果たされません。行政恨」は、手続きやルールを踏まえることは当然ですが、

それで安心することなく、本来その政策が持つている目的を常に意識しながら、

政策の執行にあたることが財要であると思われます。

また行政はその執行の中で、一定の権力行使を伴います。◆年度の事案のな

かでは高齢者虐待の案件は、行政の権力行使としての恨」面が明確に出たものと

言えるでしょう。もちろんこのような案件には迅速さが求められ、また◆回の

事例でもその根拠となる法は踏まえられていました。その意味では不当ではな

いとはいえ、そのプロセスにおいて強引さなどがあれば、それが市民にとって

は不当な権力行使に感じられる場面は出てきます。この事例にとどまらず、行

政が一定の権力行使を伴う以上、その行使には'慎重さが求められるとともに、

迅速さとのバランスを常に図っていくことがり要になるでしょう。

一年間オンブズマンとして、市民の方プマの苦情に寄り添うとともに、行政の

恨Jの言い分も十分に聞くことを心がけながら、対慮してきました。ただオンブ

ズマンの権限は、勧告や意見を提示するところまでであり、対象となつた部署

がそれらへの対慮を十分に取らなければ、オンブズマンの制度は実効的なもの

とはいえません。◆後も、オンブズマンとして′ム`平な対慮をとるように,Mがけ

ていきますが、勧告や提言、意見の対象となつた各部署においても、行政・市

民サービスの向上という観点から、積極的に対応していただくことを期待して

います。
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オンプズマンの感想

つくば市オンブズマン 三井矢 匂子

平成30年 4月 1日 付で、つくば市オンブズマンに新たに就任いたしました。
つくば市は、私が永年愛音を抱いている場所です。東京横浜と大都市を巡り、

改めてつくばの地に戻つて来ると、その魅力を再認識いたします。オンブズマ

ンとして、より魅力的なつくば市になるお手伝いが少しでもできれば幸いです。

この度、任期 1年目を終えて初めて感想を記すにあたり、ます昔話を一つ。

四半世紀近く前、とある地方都市の法矛力文局支局でのこと。若かりしころの私

が、土地の権利移転に関する書類を持参して、窓□で内容指導を受けているう

ち、正午のチャイムが鳴りました。仏頂面で権威的なしゃべり方をする担当氏

は、その途端、説明を中断して立ち上がり、黙つて奥に入つていきました。私

は呆気にとられましたが、すぐテレビの音が大きく聞こえてきたため、「どうや

ら回体みに入つてしまつて私は放置されたらしい。」と気づきました。午後 1時

までの丸プマ1時間、一部消灯すらされてしまった薄 8音い法務局の片I島で、所在

無く待ちました。結局、年後 1時、面倒そうに戻つてきた仏頂面で権威的な担

当氏に、こちらは作り笑顔で、何とか仕事を終えました。懐かしくも苦ノマしい

思い出です。

さて、つくば市オンブズマンとして、この一年間、前任者が取り扱つた案件

の記録を見たり、幾つかの相談を直接聴くうちに、既視感が湧いてきました。

すなわら、オンブズマンに寺せられた相談の中で、苦情の対象とされた行政側

の行為中に、少なからず、権威的な臭い、念惰な臭い、(悪い意味での)慣れを

感じる場合があるのです。行政の担当者にとつて、日前の一件は、日
'マ

扱う大

量業務のうちの一件にすぎない。でも当該当事者にとつてはその一件が全て、

という場合が殆どです。この認識は、持つているつもりでもつい忘れがらなも

のです。そもそも、認識を持つているつもりでも、実は、自分がまさに当事者

にでもならなければ、真の体験、真の理解はできないとも言えます。このよう

な自覚の有る無しは、担当者の言動に滲みますし、当事者はそれを敏感に感じ

取ることでしょう。

行政「サービス」という言葉がもはや新しくもないこの時代ですが、有名無

実ではない、慇懃無礼であつたり空疎なものではない、健全で、真心の感じら

れるサービスを実施して、より良い市政となることを願い、任期 2年目も真摯
に務めて参る所存です。
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参者資料

つくば市オンブズマン条例

平成 13年 3月 30日
条例第 11号

(設置)

第 1条 市民の市政に関する苦情を′ム｀平′ム`正な立場で迅速に処理し、市政を監視することに
より、市民の権利利益の保護を図り、もつて開かれた市政の一層の推進と市政に対する市

民の信頼の確保に資するため、オンブズマンを置く。

(オンブズマンの権限)

第2条 オンブズマンは、次に掲げる事務を処理する。
(1)つくば市 (以下「市」という。)の業務の執行に関する苦情の申支てを受理し、明要
な調査をすること。

12)市の機関の業務の執行について、調査をすること。
0)市 の機関に対し、その業務の執行について、是正又は改善の措置を講じるよう勧告
すること。

14)市の機関に対し、その業務の執行について、提言すること。
6)勧 告、提言等の内容をノム`表すること。
(オンブズマンの責務)

第3条 オンブズマンは、′ム｀平かつ適切にその職務を遂行しなければならない。
2 オンブズマンは、その職務の遂行に当たっては、市の機関と密接な連携を図るとともに、
権利利益の救済等の諸制度の趣旨を損なうことがないよう配慮しなければならない。

3 オンプズマンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。
4 オンブズマンは、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた
後も、同様とする。

(市の機関の責務)

第4条 市の機関は、オンブズマンのノム`正な職務の遂行が図られるよう、これに積極的に協
力しなければならない。

(オンプズマンの定数等)

第5条 オンブズマンの定数は、 2人とする。
2 オンブズマンは、人格が高潔で社会的信望が厚く、地ブj行政に関し優れた識見を有する
者のうちから、議会の同意を得て、市長が任命する。

3 オンブズマンの任期は、 2年とする。ただし、 1期に限り再任されることができる。
(兼職等の禁止)

第6条 オンブズマンは、衆議院議員若しくは参議院議員、地方ノム｀共団体の議会の議員若し
くは長又は政党その他の政治団体の役員を兼ねることができない。

2 オンブズマンは、市と特別の利害関係を有する法人その他の団体の役員を兼ねることが
できない。

(解任)

第7条 市長は、オンプズマンが心身の故障のため職務の執行ができないと認める場合又は
オンプズマンに職務上の義務違反その他オンブズマンとしてrも

~ヽ

さわしくない行為があると

認める場合は、議会の同意を得て、解任することができる。

‐
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(苦情の申立て)

第8条 何人も、オンブズマンに対し、市の業務の執行に関する苦情を申し立てることがで
きる。

2 前項の規定による苦情の申立てをしようとする者は、オンブズマンに対し、次に掲げる
事項を記載した申立書を提出しなければならない。ただし、オンブズマンが当該申立書の

提出ができない特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

(1)氏筈及び住所 (法人その他の団体にあっては、筈称、事務所又は事業所の所在地及

び代表者の氏名)

121 申立てをしようとする苦情の趣旨及び申立ての原因となった事実のあつた年月日

●)その他規則で定める事項
(調査)

第9条 オンプズマンは、前条の規定による苦情の申立てア〕`あつた場合は、速やかに当該苦
情の申立てに関する調査をするものとする。ただし、苦情の申立てが次の各号のいずれか

に該当する場合は、調査をすることができない。

(1)判決、裁決等により確定した権利関係に関するとき。

(2)裁判所において係争中の事案又は行政庁において不服申立ての蓄理中の事案に関す

るとき。

●)議会又は議員の権限に関するとき。
14)監査委員の監査請求を行つている事案に関するとき。

6)前号に掲げる場合のほか、監査委員において硯に監査を行つている事案に関すると
き。

(6)職員の自己の勤務条件に関するとき。

171 オンブズマンの行為に関するとき。

偲)苦情の申立てをした者 (以下「苦情申立人」という。)の自己の利害にかかわらない
とき。

(9)苦情の申立てに係る事実のあつた日の翌日から起算して 1年を経過しているとき (天

災その他やむを得ない理由があるときを除く。)。

(10その他調査をすることア〕ヾ適当でないとき。
2 オンブズマンは、市民の権利利益の保護を図るため財要があると認めるときは、市の機
関の業務の執行について、調査をすることができる。

(調査に係る通知)

第10条 オンブズマンは、前条第 1項又は第2項の調査をするときは、関係する市の機関
に文寸し、その旨を通矢日しなければならない。

2 オンブズマンは、前条第 1項の調査をしないときは、速やかに苦情申立人に対し、その
旨及び理由を通知しなければならない。

3 オンプズマンは、前条第 1項の調査をした場合において、当該調査を中止したときは、
速やかに苦情申立人及び関係する市の機関に対し、その旨及び理由を通矢□しなければなら

ない。

4 オンブズマンは、前条第 1項の調査を終えたときは、速やかに苦情申立人及び関係する
市の機関に対し、その結果を通知しなければならない。

(説明の要求等)
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第 11条 オンブズマンは、第9条第 1項又は第2項の調査のため嚇要があると認めるとき
は、関係する市の機関に対し、説明を求め、関係する帳簿、書類その他の記録の閲覧若し

くは提出を請求し、又は実地調査することができる。

(勧告及び提言)

第 12条 オンプズマンは、第9条第 1項又は第2項の調査の結果に基づきあ要があると認
めるときは、関係する市の機関に対し、当該機関の業務の執行について是正又は改善のた

め財要な措置を講じるよう勧告をすることができる。

2 オンブズマンは、第9条第 1項又は第 2項の調査の結果に基づき嚇要があると認めると
きは、関係する市の機関に対し、当該機関の業務の執行について提言することができる。

3 オンブズマンは、第 9条第 1項の調査に係る第 1項の規定による勧告又は前項の規定に
よる提言をしたときは、速やかに苦情申立人に対し、その旨を通知しなければならない。

(勧告及び提言の尊重)

第 13条 市の機関は、前条第 1項の規定による勧告又は同条第 2項の規定による提言があ
つたときは、当該勧告又は提言を尊重するものとする。

(措置の状況の報告)

第 14条 市の機関は、第 12条第 1項の規定による勧告があったときは、当該勧告を受けた
日の翌日から起算して 60日以内に、オンブズマンに対し、是正又は改善の措置の状況につ

いて報告しなければならない。

2 オンブズマンは、第9条第 1項の調査に係る前項の規定による報告があったときは、速
やかに苦情申立人に対し、その旨を通知するものとする。

(勧告、提言等の内容の
ノ
ム
｀
表)

第 15条 オンブズマンは、第 12条第 1項の規定による勧告若しくは同条第2項の規定によ
る提言をしたとき、又は前条第 1項の規定による報告があったときは、その内容を一般に
′ム
｀
表するものとする。

2 オンブズマンは、前項の規定によるノム｀表をするに当たっては、個人に関する情報の保護
について最大限の配慮をしなければならない。

(活動状況の報告等)

第 16条 オンプズマンは、毎年、その活動状況について、議会及び市長に報告するととも
に、一般に′ム`表するものとする。

(事務局)

第 17条 オンブズマンに関する事務を処理するため、事務局を置く。
(委任)

第 18条 この条例の施行に関し財要な事項は、規則で定める。
附 則
(施行期日)

1 この条例は、平成 14年 4月 1日から施行する。
(経過措置)

2 この条例は、この条例の施行の日 (以下「施行日」という。)の 1年前の日以後の事実
に係る苦情について適用し、施行日の 1年前の日前になされた事実に係る苦情については、
適用しない。
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